
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（都道府県）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(3ヵ年平均) 11.8 11.2 10.5

将来負担比率 150.0 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 11.0 10.8 10.0

実質公債費比率 10.5 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 300,730,823 296,963,240 296,832,525

連結実質赤字比率 - 8.75 15.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 55,771,308 55,603,901 55,065,009

標準財政規模 (Ｃ) 356,502,131 352,567,141 351,897,534

5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 483,592 475,446 1,688,398 0.6

-

特定財源の額 (Ｂ) 3,211,919 2,410,778 2,338,762 実質赤字比率 - 3.75

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - -

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 149.3

787,486,125 775,020,251 767,633,357 国民健康保険事業特別会計 -

- - -

利子補給に係るもの - - - - 健全化判断比率 平成30年度

- - -

その他上記に準ずるもの - - - - 土地開発公社に係る将来負担額 -

648,528,630 218.5 港湾施設整備事業特別会計

工業用水道事業会計 - - - -

地方公務員等共済組合に係るもの 314,220 291,351 280,094 0.1

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

149.7 150.0 その他の会計 - -

- - -

16,461,937 15,716,557 5.3

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

108,175,529 103,256,485 95,322,493 32.1

企業債等
繰入見込額

病院事業会計

18,032,222 18,798,786 23,782,234 8.0

- - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 661,278,374 652,964,980

- - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

1,236,646,125 1,219,724,750 1,213,132,451 その他上記に準ずるもの -

- - -

PFI事業に係るもの - - - - (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

17,992,165

-

内訳 平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 91,972,706 90,090,296 87,010,285

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

1,688,398 0.6 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

- - -

- - 退職手当負担見込額 172,918,572

- - - - 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

16,461,937 15,716,557 5.3 国営土地改良事業に係るもの
準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

3,493,186 1.2

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 314,220 291,351 280,094 0.1 設立法人等の負債額等負担見込額 483,592 475,446

163,473,441 157,509,602 53.1 地方公務員等共済組合に係るもの 4,786,352 4,199,103

- - -

組合等が起こした地方債の元利
償還金に対する負担金等 - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 1,040,465,444 1,035,114,823 1,034,724,708 348.6

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 4,786,352 4,199,103 3,493,186

- - - -

公営企業債の元利償還金
に対する繰入金 2,173,702 2,216,607 1,758,747 0.6 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 17,992,165

平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比

元利償還金 89,484,784 87,582,338 84,971,444 28.6 将来負担額

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比

1.2 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

地方公社・第三セクター等 9,896 319 17,366 0 2 1,677

一部事務組合等

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

-公営企業会計等 16,369

連結実質赤字額

法非適用企業港湾施設整備事業特別会計 518 3 515 643 - - - -

- - 法適用企業工業用水道事業会計 1,583 933 650 5,111 1 3,718

3,986 25,765 15,717 - 法適用企業病院事業会計 44,821 45,454 ▲ 633 3,075

法適用企業電気事業会計 3,084 1,970 1,114 6,337 2 1,844 - -

2,206 - - - - -- - 公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ▲ 11 1,925

- -

国民健康保険事業 137,533 136,329 1,204 1,204 8,096 -

- -

愛媛県住宅供給公社 ▲ 1 13 10 - - -

0 316 30 - - -他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考
愛媛県土地開発公社

- - - -

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 南レク（株） 23 508 107 -

- - - - -

- - - -

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。 松山観光港ターミナル（株） 16 661 256

- 愛媛エフ・エー・ゼット（株） ▲ 11 3,584 936 -

-

一般会計等（純計） 641,116 622,951 18,165 2,218 1,034,725

5,131 300 - - - -実質赤字額 松山空港ビル（株） 421

- - - -（公財）愛媛県暴力追放推進センター 1 669 300 -

- -7 192 5 - - -公債管理 126,891 126,891 - - 82,776 - （公財）愛媛県埋蔵文化財センター

10 - - - - -- - （公財）愛媛県動物園協会 ▲ 28 76

- - - -

奨学資金 2,115 258 1,857 -

（公財）えひめ海づくり基金 ▲ 32 3,105 785 -

- -

自動車集中管理（重複会計） 15 12 3 3 - -

0 660 45 - - -用品調達（重複会計） 306 306 - - - - （公社）愛媛県園芸振興基金協会

400 11 - - - -- 2,714 （公財）愛媛の森林基金 4 1,090

42 - 2 0

公共用地整備事業 6,507 3,151 3,356 -

（公財）えひめ農林漁業振興機構 1 1,148 11 165

- -

沿岸漁業改善資金 242 0 242 - 0 -

▲ 1 1,706 1,000 5 - -林業改善資金 606 50 556 - 2 - （公財）愛媛県国際交流協会

150 - - - - -161 740 （公財）松山観光コンベンション協会 ▲ 1 503

17,121 - - -

県有林経営事業 222 2,483 ▲ 2,261 ▲ 2,261

（公財）えひめ産業振興財団 ▲ 66 2,232 640 64

- -

国営農業水利事業負担金 315 315 - - 298 -

0 44 2 - - -農業改良資金 62 17 45 - - 77 （公財）伊方原子力広報センター

3 74 1,863 - - 1,67765 16,982 （一財）愛媛県廃棄物処理センター ▲ 637 ▲ 602

- - - -

中小企業振興資金 7,004 6,962 42 -

（公財）えひめ女性財団 0 1,049 1,000 -

- -

母子父子寡婦福祉資金 542 223 319 - 4 -

1 1,005 500 - - -災害救助基金 5,248 5,248 - - 2,051 - （公財）愛媛県スポーツ振興事業団

1,200 0 - - - -11 1,014,212 （公財）愛媛県文化振興財団 ▲ 31 1,721

当該団体
からの
貸付金

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 650,907 636,899 14,008 4,476

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成30年度 愛媛県

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高
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